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研究成果の概要（和文）：本研究では着桟操船を行う操船者特性を明らかにすると共に力学的観点から着桟能力を評価
する手法の開発を行った。着桟能力は船の操縦性能と風や曳船などの外的条件の組み合わせ及び操船者の特性によって
決定される。はじめに数値シミュレーションにより操船者の特性を除く着桟能力の推定を行った。本シミュレーション
においては着桟能力指標：T.M(Tugboat force Margin)を定義し、種々の条件下における着桟操船の実現性を評価する
ことが可能となった。次に操船シミュレータを用いた実務者による着桟操船実験を行ない着桟操船の評価を行った。

研究成果の概要（英文）：Currently, a study about the quantitative evaluation of the maritime technology of
 mariner executed by Prof. KOBAYASHI. The result of the study is applied to the maritime education and tra
ining using ship handling simulator and the evaluation of the ship operator characteristic. However, the s
tudies about the evaluation of ship-handling competency for the mariner's at berthing maneuver are insuffi
cient. 
In this study, it proposed the method for ship handling training for berthing maneuver under the wind. In 
this study, we carried out numerical simulation and experiments using ship-handling simulator. From the nu
merical simulation, we can estimate the berthing ability relating to physical condition without the human 
characteristics. And we are already propose define the index for berthing ability "Tug Margin". Tug Margin
 is expressed as margin of tugboats force against the wind force.
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１． 研究開始当初の背景 
本研究は移動体の安全な運航環境を実現

するための環境条件（人間とそれ以外の要
素）を論理的に明らかにし、一般社会に対し
移動体操縦者いわゆるオペレータの重要性
を正しく認識させることを目的としている。
近年、移動体、大型プラントで発生した事故
及災害の原因はそのシステムを運用する人
間（オペレータ）にあるとされ、その割合は
非常に高いと理解されている。特に船舶運航
においては事故の原因の 80％以上は人間、す
なわち海技者に原因があるとされている。 

本研究では船舶運航を例に安全な移動体
運航を達成するための必要条件を移動体操
縦者の行動を詳細に分析することによって
明らかにすることを目的としている。 
 
２．研究の目的 
本研究では船舶運航の操船局面の中で操

船者に対し極めて高い TASK を課している
複数の曳船を用いた着桟操船を対象とし、着
桟時の操船者特性を明らかにすると共に操
船者の着桟能力を定量的に評価する方法を
提案する。 

 
３．研究の方法 
着桟能力は船の操縦性能と風や曳船など

の外的条件の組み合わせ及び操船者の特性
によって決定される。はじめに数値シミュレ
ーションにより操船者の特性を除く着桟能
力の推定を行った。本シミュレーションにお
いては着桟能力指標：T.M(Tugboat force 
Margin)を定義し、種々の条件下における着
桟操船の実現性を評価することが可能とな
った。次に操船シミュレータを用いた実務者
による着桟操船実験を行ない着桟操船の評
価を行った。着桟操船の評価は、着桟能力指
標に対する操船目標の達成度および着桟操
船時の船体運動状態を比較検討することに
よって可能となる。本比較より、着桟能力指
標と人間が制御可能な船体運動、すなわち、
人間の制御余裕量を推定することが出来る。 

 
（１） 数値シミュレーション 

着桟操船の最終目的は本船の姿勢を桟橋
と平行に保ち、許容速度以下の横移動速度で
着桟することである。風圧下において本船を
意図した通りに制御するには曳船により誘
起される力及びモーメントは風によるそれ
よりも大きいことが必要である。これが物理
的に必要な条件となり、曳船による着桟操船
の能力を表すこととなる。 

本研究では風圧力が船体に誘起する力及
びモーメントを打ち消し、純粋に本船の運動
制御に使用可能な力 Yforce by Tug と風圧横力 YW

の比を曳船余裕率：T.M と定義した。T.M
（=Yforce by Tug/Yw）は着桟限界に対する余裕を
示していることとなる。 

T.M が 1.0 以下の場合、着桟操船は物理的
に達成できない。一方、T.M が 1.0 を超えて

いれば物理的には着桟できるとなる。しかし、
一般的に人間は与えられた制御力を最適に
使う事は出来ず、T.M は 1.0 以上なければな
らないということとなる。標準的な海技者が
曳船を用いて本船を安全に着桟させるため
に必要な余裕率を把握することは大変重要
である。 
 
（２） 操船シミュレータを用いた操船 
風圧力に対する曳船余裕率（T.M）を定義

した。この余裕率は風圧下における桟橋への
着桟能力を明確にするものである。つまり余
裕率が 1.0 より大きければ、風圧外乱下にお
いて物理的には着桟可能である。しかし、海
技者が物理的環境条件に適応した最適な操
船を行うことは難しく、上記の物理的な余裕
率に人間の制御余裕量を加える必要がある。
人間の制御余裕量及び操船者特性を検討す
るために東京海洋大学操船シミュレーター
センターにて海技者による着桟操船実験を
行った。 
操船者は一級海技士の免許を有し、曳船を

使用した着桟操船の経験を有する海技者 15
名である。 
着桟操船時の要求条件は下記に示す。 
1)最大横移動速度は 20cm/s 以下とする。 
2)本船が桟橋との横距離が船幅（約 60m）

に至るまでに横移動速度を 10cm/s 以下とす
る。 
3)接岸時の速力は 5.0cm/s 以下とする。 
 

４．研究成果 
（１）曳船余裕率の妥当性評価 
Fig.1 は本船が接岸した時の余裕率と横移

動速度の関係を示しており、影で囲まれた部
分が着桟速度の制限値範囲内を表している。
横軸は曳船余裕率、縦軸は着桟時の横移動速
度を表している。 
本図より余裕率が大きいほど着桟時の速

力が制限値内に集中していることがわかる。
また、余裕率によって着桟操船の達成度を良
く整理できており、風圧下における着桟操船
の能力を示す指標として妥当であることが
確認できる。また、標準的な海技者が許容値
内の横移動速度で着桟させるには、余裕率
4.0 以上必要であることが判る。 
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Fig.1 Relation between the margin 
and lateral approaching speed 



（２）操船者の曳船の操作特性 
次に曳船の操作内容に関する解析結果を

示す。操作内容は多くの操船者に共通した結
果が得られた。ここでは代表的な操作内容を
Fig.2 に示す。Fig.2 桟橋までの残行程を横
軸に曳船推力の総和、各曳船の推力レベル及
び推力の作用方向の一例をまとめたもので
ある。Fig2-1 は横移動操船中、曳船によって
誘起された横方向推力と残行程の関係を示
したものである。上段は船体中心より前方に
配置した曳船（No.1 及び No.2）の合計推力、
下段は船体中心より後方に配置した曳船
（No.3、No.4 及び No.5）の合計推力を表し
ている。 

本結果より前部と後部に配置した曳船の
残行程に対する推力の変化傾向が同じであ
ることがわかる。 

Fig.2-2 は各曳船の推力レベルと残行程の
関係を示したものである。図中の実線は曳船
推力レベルを示し、破線は推力の作用方向を
示している。 

この結果より、操船者は No.１と No.5 及
び No.2 と No.4 の曳船に対して同一の操作
指令を行っていることがわかる。 

本曳船指令は、操船者が曳船操作による回
頭モーメントを最小限にすることを目的と
していると推定することができる。また、前
後ほぼ同距離に配置された曳船に対して同
一の操作指令を行うことによって、操作対象
となる曳船隻数を見かけ上減少させている
と考えられる。このことから操船者は 5隻の
曳船を個別に操作することが出来ていない
ことがわかる。また、本操作内容は 2隻の船

で制御している状態とも言える。この操船方
法は人間の持つ情報処理能力の限界に対す
る一つの対策であると考えることが妥当で
ある。 
以上の結果より、配置された曳船の能力を

有効に活用するためには支援システムの導
入が有効であると考えられる。 
 

数値シミュレーションおよびシミュレー

タを用いた曳船による着桟操船実験の結果

から下記の点が明らかとなった。 

１） 本研究で定義した曳船余裕率は風圧外

乱下における安全な着桟能力を決定す

る重要な指標である。 
２） 曳船余裕率を使用することによって着

桟操船実施前に理論的に安全な操船が

実現できる状態を推定することが出来

ると共に合理的な曳船配置を決定する

ことが可能となる。 
３） 操船シミュレータを用いた実験結果よ

り、標準的な技能を有する海技者が許容

値内の速度で着桟させるには、4.0 以上

の曳船余裕率が必要である。 
４） 本研究で提案している曳船余裕率は静

的条件下で算出したものである。今後は

本操船実験から得られた動的な困難度

を加えることによって、より合理的な指

標とすることが出来る。 
５） 海技者は5隻の曳船を有効活用すること

が出来ない。これは人間の持つ情報処理

限界と推定でき、曳船の能力を有効に活

用するためには支援システムの導入が

有効であると考えられる。 
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〔図書〕（計  ０件） 
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Fig.2-2 The level of tug force and direction 
 

Fig.2 Relation between the residual distance 
and contents of tug operation 

Fig.2-1 Lateral force induced by tug 
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